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社会福祉法人 中標津町社会福祉協議会 



   



社社会会福福祉祉法法人人  中中標標津津町町社社会会福福祉祉協協議議会会  

令令 和和 ７７ 年年 度度 事事 業業 計計 画画 
 

本年度は、第６期地域福祉実践計画の最終年度であり、新たに令和８年度から始まる第７期地域福祉実践計

画の策定を行うこととなります。第７期地域福祉実践計画の策定にあたっては、現在中標津町で策定が進んでいる中

標津町地域福祉計画と歩調を合わせながら、これまで本会が展開してきた個別支援と地域支援の両輪支援をより力

強く示していけるよう、生活課題の整理から具体的事業の決定まで取り組んでまいります。また、令和７年度の主要な

事業は下記のとおりであり、計画策定と並行しながら、地域の実情に合わせて活動してまいります。 

相談支援業務では生活福祉資金の新型コロナウイルス特例貸付償還事務を継続して行うとともに、生活困窮者自

立支援事業所をはじめとした関係機関との連携を密にしながら、既存制度の枠組みにとらわれず、様々な生活課題を

抱えている世帯を支援してまいります。 

権利擁護に係る取り組みでは、法人後見受任件数が１４名（在宅２名、施設等１２名）で、年々増加の傾向

ですが、市民後見人の養成に力を入れるとともに、後見支援員の協力をいただきながら適切な金銭管理および身上保

護に努めてまいります。「中標津町成年後見支援センター」（中標津町より受託）の業務としては、新たに中核機関と

して「成年後見制度利用促進機能」、「後見人支援機能」を追加、体制整備を含めて具体的な事業展開をはじめて

まいります。 

介護事業については、町内においてサービス提供不足が深刻となったことから、中標津町との協議を経て、平成２９

年度に廃止しておりました訪問介護事業を再開することといたしました。介護従事者不足という課題はありますが、利用

される方々の生活を守っていけるよう、法人全体による協力のもと安定したサービス提供体制を整えていけるよう努めてま

いります。 

「中標津町介護予防・地域支援事業（通称ともぞう倶楽部）」（中標津町より受託）では昨年同様利用者の増

加が続き、好評いただいているところです。これからも長くご利用いただいて介護とは無縁の生活を送れる方が増えるよう

考えてまいります。 

 最後になりますが、地域福祉の推進のために、役職員一同既存事業はもとより、新たな事業にも力を尽くしてまいりま

すので、本年度におきましても変わらぬご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 
１）法人運営事業 
実践項目 実践内容 

 
財政の運営 実践計画に沿った事業展開を進めていくため、効果

的な財政の運営に努めます。 

また、毎年金額が減少しつつある会員会費につい

て、方法の模索を検討していきます。 

役員・評議員・職員の資質向上 研修の機会を確保し、役員・評議員に法人運営の理

解と涵養を図るとともに、職員の福祉専門職として

のスキルアップを図り、地域から信頼される社協職

員を目指します。 

役員・評議員・職員が地域住民や関係機関と良質な

信頼関係を構築し、スムーズな連携、協力のもと支

援や事業の実施ができる体制を目指します。 

苦情受付担当者、第三者委員等の設置 苦情受付担当者、第三者委員、組織健全化委員会を

設置し、組織の適正な運営を図ります。 

出前講座の実施 

 

団体や学校、企業などの希望により、福祉に関する

講座を行います。 

中標津町共同募金委員会の事務 中標津町共同募金委員会から受託し、事務を行いま

す。 

中標津町老人クラブ連合会の事務 中標津町老人クラブ連合会から受託し、事務を行い

ます。 

中標津町遺族会の事務 中標津町遺族会から受託し、事務を行います。 
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 
２）調査広報事業 
実践項目 実践内容 

 
広報活動の実施 
 

地域住民等に社協の理解を深めるとともに社協が

取り組んだ事業や社協と携わる方々の活動をお伝

いするため、社協だよりを年２回発行します。 
 
地域の福祉活動や福祉に関する情報をより広く知

ってもらうためにホームページ、ブログ等を活用し

ていきます。 
社会福祉功労者への顕彰 
 

町内の社会福祉増進に寄与した方や社会福祉活動

に協力、援助した方に対してその功績を称えるため

顕彰を行います。 
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 
３）在宅福祉事業 
実践項目 実践内容 

 

 

福祉用具および備品等の貸出 
 

福祉用具等を必要とされている方へ短期的に貸し

出し、在宅生活に役立てていただきます。 
また、団体や学校等へ貸し出すことで地域福祉活動

のために使用していただきます。 
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 
４）地域福祉事業 
実践項目 実践内容 

 
介護予防・地域支援事業（ともぞう倶楽部）の実

施 
 

中標津町から委託を受け、介護予防を目的とした自

由に参加できる集いの場を設け、元気を保つための

支援を行います。また、移動支援や買い物支援、さ

らには子どもや障がいを持つ方などの参加を目指

し、地域活動への支援へとつなげていきます。 
ふれあいいきいきサロンへの支援 
 

高齢者が気軽に外出し、生きがいを持てるふれあい

いきいきサロンに対して支援を行います。 
 
■各ふれあいいきいきサロンへの訪問 
活動しているサロンへ訪問しコミュニケーション

を図る。また、各サロンの抱えている課題や意見の

収集に繋げていきます。 
 
■ふれあいいきいきサロン代表者等交流会 
サロン代表者等が互いに交流し親睦を深めるとと

もに、情報交換を行い課題などを共有することによ

り、今後のサロン活動に役立てていくことを目的と

して実施します。 
 
■ふれあいいきいきサロン活動への助成 
おおむね町内会区域を範囲として、その地域内の有

志によるサロンボランティアが主体となって住民

が集える「居場所づくり」の設立及び運営のため、

設立初年度 50,000 円、2 年目以降から 30,000 円の

助成を行います。 
各機関との関係づくり 相談への対応や地域課題の把握、または解決に向け

て各機関との関係づくりを行います。 
 

-5-



令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 
５）ボランティア事業 
実践項目 実践内容 

 

 

中標津町社協ボランティアセンターの運営 ボランティア希望者と活動者のマッチングやボラ

ンティア保険の手続き、ボランティアに関する相談

や活動の支援を行います。 
■ボランティアに関する相談支援 
ボランティア希望者と活動者のマッチングや団体

運営に関わる相談などボランティアに関する相談

支援を行います。 
■ボランティアに関する情報の発信 
ブログ等を活用し、ボランティアに関する情報を発

信します。 
■ボランティア活動拠点の整備 
ボランティアセンターの登録団体に対し、ボランテ

ィアルームや印刷機等を貸し出すことで活動の支

援を行います。 
■ボランティア保険 
ボランティア活動中に起こる事故に対する備えと

なるボランティア保険の事務、手続きを行います。 
■預託物品の受払 
リングプルや使用済み切手などをお預かりし、収集

ボランティアへの協力を行います。 
■中標津町社協ボランティアセンター運営委員会

の開催 
運営委員会を開催し、ボランティアセンターの円滑

な運営に努めます。 
■ボランティアの育成・指導 
・福祉レクリエーション講座 
介護予防につながる福祉レクリエーションについ

て学び、ボランティア活動や地域福祉活動のプログ

ラム作りの一助にしていただくとともに、支援を行

う方と受ける方の関係づくりのきっかけとしてい

ただくことを目的として開催します。 
出前講座の実施 
 

団体や学校、企業などの希望により、福祉に関する

講座を行います。 
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令和７年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 
６）福祉資金貸付事業 
実践項目 実践内容 

 
福祉資金貸付の実施 
 

福祉事務所の要請により、緊急または不時の出費の

ため困窮する世帯に対し福祉資金の貸付けを行い

ます。 
生活困窮者等に対する安心サポート事業の実施 
 

生活困窮者に対して、相談支援や現物支給による経

済的援助を行います。 
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 
７）心配ごと相談事業 
実践項目 実践内容 

 
福祉まるごと相談の実施 
 

各関係機関と連携をとりながら福祉に関する相談

の窓口として様々な相談に対応します。 
また、相談者一人ひとりに合わせて定期的に「安心

つながり訪問」を実施し、地域住民に協力を求めな

がら継続した支援を行います。 
各機関との関係づくり 
 

相談への対応や地域課題の把握、または解決に向け

て各機関との関係づくりを行います。 
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 
８）助成事業 
実践項目 実践内容 

 
福祉関係団体への助成 
 

福祉に関係する団体活動の活発化を図るため、活動

を実践している団体の事業に対して助成を行いま

す。 
 
■助成団体 
・中標津町民生委員児童委員協議会 
・中標津町障害児者連絡協議会 
・中標津町老人クラブ連合会 
・中標津町遺族会 
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 
９）生活福祉資金貸付事業 
実践項目 実践内容 

 
生活福祉資金の貸付および貸付世帯への支援の実

施 
 

北海道社会福祉協議会が実施している生活福祉資

金の相談窓口の役割を担います。 
借受人に対しては民生委員と協力して償還指導お

よび継続した相談支援を行います。 
特例コロナ貸付事業は、免除要件を満たしていない

か、猶予の必要はないか定期的に借受人に連絡を取

り償還によって更なる生活困窮に至らないよう支

援します。併せて償還猶予をしている借受人や滞納

が続く借受人に対し生活状況の聞取りを行い、免除

申請等を検討していきます。 
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 
１０）福祉サービス利用援助事業（日常生活自立支援事業） 
実践項目 実践内容 

 

 

日常生活自立支援事業の実施 
 

北海道社会福祉協議会からの委託により、判断能力

に不安のある方が地域において自立した生活が送

れるように、本人との契約に基づき、福祉サービス

の利用援助などを行います。 
福祉サービス利用援助事業の実施 施設入所されている方や判断能力はあるが支援が

必要な方など日常生活自立支援事業にあてはまら

ない方を対象として、福祉サービスの利用にかかる

日常的な金銭管理等の支援を状況により行います。 
出前講座の実施 
 

団体や学校、企業などの希望により、福祉に関する

講座を行います。 
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 
１１）成年後見事業 
実践項目 実践内容 

 
法人後見の受任 法人として成年後見人等の受任を行い、本人の意思

を尊重しながらその人らしい生活を送れるように

身上保護と財産管理を行います。 
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 
１２）災害時地域支援事業 
実践項目 実践内容 

 
災害ボランティアセンター設置・運営の検討 
 

災害ボランティアセンター設置・運営マニュアルを

作成し、運営訓練など災害に備える取り組みを行

い、災害ボランティアセンターの設置について検討

します。 
中標津町役場と設置・運営に関わる協定を締結しま

す。 
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 
１３）実践計画策定事業 
実践項目 実践内容 

 
第 6 期地域福祉実践計画の評価（計画記載なし） 単年度ごとに評価委員会を開催して、計画の評価お

よび検証を行い、計画や事業等の見直しを行いま

す。 
第 7 期地域福祉実践計画の策定（計画記載なし） 本町の福祉の現状等を踏まえ、地域福祉計画と整合

性を図りながら、計画を策定します。 
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 
１４）成年後見支援センター受託事業 
実践項目 実践内容 

 

 

中標津町成年後見支援センターの運営 
 

中標津町の委託を受け、判断能力が不十分な方の生

活や財産管理等に関する困りごとについての相談

支援や成年後見制度の普及啓発、市民後見人の養

成、関係機関との連携などを行います。 
新たに中核機関として、「成年後見制度利用促進機

能」「後見人支援機能」を追加し、受任者調整や後

見人等のバックアップができるよう体制整備を進

めます。 
 

出前講座の実施 
 

団体や学校、企業などの希望により、福祉に関する

講座を行います。 
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日〜令和 8 年 3 月 31 日） 
１５）訪問介護事業 
実践項目 実践内容 

 
介護保険法における訪問介護サービスの実施 介護保険法に基づき、訪問介護事業を行います。 

平成２９年度末に廃止した訪問介護事業を再開す

るため、事務手続および人員体制の整備を行い、早

期の再開実現を目指します。 

再開後は介護保険法に基づき、ご利用者様の生活状

況に合わせたサービス提供を行うとともに、適正な

事業運営に努めます。 

 

■サービスの質の向上 

・内部研修、ミーティングの実施 

内部研修、ミーティングを実施し従事者のスキルア

ップを図ります。 

個別で参加した研修内容の共有やご利用者様への

対応方法の検討等、情報共有の機会としてミーティ

ングを年 2回以上実施します。 

・外部研修への参加 

外部研修に参加し、最新の情報などを得て従事者の

質の向上に繋げます。他事業所からの参加者と交流

し、連携しやすい関係づくりをします。 

研修で得た情報をミーティングでスタッフと共有

します。 

・ヒヤリハットの取り組み 

事故を未然に防ぐだけでなく、日々の業務の内容を

振り返る機会を設けます。 

・苦情対応 

第三者委員会の設置等、苦情に対し適切に対応しま

す。 

 

■適正かつ効率的な運営 

・採算の確保 

収支を安定させるために経費削減に努めます。 

・人員の確保 

ご利用者様へのサービス提供に必要な人員確保に

取り組みます。 

人員確保の対応策について、役場や他事業所と連携
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日〜令和 8 年 3 月 31 日） 
１５）訪問介護事業 
実践項目 実践内容 

 
をとれるように取り組みます。 

・自己評価、外部評価の実施 

社協が行っているサービスを振り返り、改善点を見

つけてより良いサービスが実施できる体制を作り

ます。 

・感染症予防の徹底 

新型コロナウイルス感染症等の予防に関する取組

みを徹底し、利用者に安心してサービス利用して頂

けるよう努めます。 

出前講座の実施 団体や学校、企業などの希望により、福祉に関する

講座を行います。 

 

-17-



令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日〜令和 8 年 3 月 31 日） 
１６）居宅介護等事業 
実践項目 実践内容 

 

 

障害者総合支援法における障害福祉サービスの実

施 

 

居宅介護：利用者様が居宅において自立した日常生

活または社会生活を営むことができるよう、身体そ

の他の状況および環境に応じて入浴、排泄、食事の

介護その他の生活全般にわたる援助を行います。 

重度訪問介護：重度肢体不自由であり常時介護を必

要とする利用者様が居宅において自立した日常生

活または社会生活を営むことができるよう、身体そ

の他の状況および環境に応じて、入浴、排泄、食事

の介護その他の生活全般にわたる援助を行います。 

同行援護：視覚障害により移動に著しい困難を有す

る利用者様の外出時に同行し、移動に必要な情報を

提供するとともに、外出先において必要な視覚的情

報の支援、外出時に必要になる移動の援護、排泄・

食事等の援助を行います。 

 

■サービスの質の向上 

・内部研修、ミーティングの実施 

内部研修、ミーティングを実施し従事者のスキルア

ップをはかります。 

個別で参加した研修内容の共有やご利用者様への

対応方法の検討等、情報共有の機会としてミーティ

ングを年 2回以上実施します。 

・外部研修への参加 

外部研修へ参加し、最新の知識･技術を習得しヘル

パーミーティングなどを通じて事業所のスキルア

ップへ繋げます。また、他事業所からの参加者と交

流し連携しやすい関係作りをします。 

特に精神疾患や身体障害についての研修会の開催

について関係機関へ問い合わせて参加します。 

・ヒヤリハットの取り組み 

事故を未然に防ぐだけでなく日々の業務内容を振

り返る機会を設けます。 

 

■適切および効率的な運営 

・採算の確保 
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日〜令和 8 年 3 月 31 日） 
１６）居宅介護等事業 
実践項目 実践内容 

 

 

収支を安定させるために経費削減に努めます。 

・人員の確保 

利用者様へのサービス提供に必要な人員確保に努

めます。 

人員確保の対策について、役場や他事業所と連携を

とれるように取り組みます。 

・自己評価、外部評価の実施 

社協が行っているサービスを振り返り、改善点を見

つけてより良いサービスが実施できる体制を作り

ます。 

自己評価は障害福祉サービスに関する北海道基準

が示されていないため介護保険法における訪問介

護事業の北海道基準を基に当事業所独自に自己評

価基準を作成し、取り組みます。実施した自己評価

の結果は社協ホームページにて公表します。サービ

ス内容について改善の必要がある場合には改善に

向けた取組みを行います。 

・感染症予防の徹底 

新型コロナウイルス感染症等の予防に関する取組

みを徹底し、利用者に安心してサービス利用して頂

けるよう努めます。 

出前講座の実施 

 

団体や学校、企業などの希望により、福祉に関する

講座を行います。 
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日〜令和 8 年 3 月 31 日） 
１７）訪問入浴事業 
実践項目 実践内容 

 
介護保険法および障害者総合支援法における訪問

入浴サービスの実施 

介護保険法および障害者総合支援法（中標津町障害

者地域生活支援事業）に基づき、自宅の浴槽での入

浴が困難な利用者の心身やその他の状況に合わせ

て入浴の援助を行います。 

 

■サービスの質の向上 

・内部研修、ミーティングの実施 

内部研修、ミーティングを実施し従事者のスキルア

ップを図ります。 

個別で参加した研修内容の共有やご利用者様への

対応方法の検討等、情報共有の機会としてミーティ

ングを年 2回以上実施します。 

・外部研修への参加 

外部研修に参加し、最新の情報などを得て従事者の

質の向上に繋げます。他事業所からの参加者と交流

し、連携しやすい関係づくりをします。 

研修で得た情報をミーティングでスタッフと共有

します。 

・ヒヤリハットの取り組み 

事故を未然に防ぐだけでなく、日々の業務の内容を

振り返る機会を設けます。 

・苦情対応 

第三者委員会の設置等、苦情に対し適切に対応しま

す。 

 

■適正かつ効率的な運営 

・採算の確保 

収支を安定させるために経費削減に努めます。 

・人員の確保 

ご利用者様へのサービス提供に必要な人員確保に

取り組みます。 

人員確保の対応策について、役場や他事業所と連携

をとれるように取り組みます。 

・自己評価、外部評価の実施 

社協が行っているサービスを振り返り、改善点を見
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日〜令和 8 年 3 月 31 日） 
１７）訪問入浴事業 
実践項目 実践内容 

 
つけてより良いサービスが実施できる体制を作り

ます。 

・感染症予防の徹底 

新型コロナウイルス感染症等の予防に関する取組

みを徹底し、利用者に安心してサービス利用して頂

けるよう努めます。 

出前講座の実施 団体や学校、企業などの希望により、福祉に関する

講座を行います。 
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日〜令和 8 年 3 月 31 日） 
１８）介護支援事業 
実践項目 実践内容 

 
介護保険法における居宅介護支援サービスの実施 現在担当している利用者が可能な限りその居宅に

おいて、有する能力に応じて自立した生活を営むこ

とができるよう配慮し、心身の状況、環境に応じ、

ご利用者様の選択に基づき適切なサービスが多様

な事業所から総合的かつ効果的に提供されるよう

支援を行います。 

■サービスの質の向上 

・外部研修への参加 

外部研修に参加し、最新の情報などを得て従事者の

質の向上に繋げます。他事業所からの参加者と交流

し、連携しやすい関係づくりをします。研修で得た

情報をミーティングでスタッフと共有します。 

・ヒヤリハットの取り組み 

事故を未然に防ぐだけでなく、日々の業務の内容を

振り返る機会を設けます。 

・苦情対応 

第三者委員会の設置等、苦情に対し適切に対応しま

す。 

■適正かつ効率的な運営 

・事業廃止までの適正な運営 

事業廃止の方針に伴い新規受入はしませんが、現在

担当している利用者は上記のとおり対応します。 

・採算の確保 

収支を安定させるために経費削減に努めます。 

・自己評価、外部評価の実施 

社協が行っているサービスを振り返り、改善点を見

つけ、より良いサービスの実施体制を作ります。 

・感染症予防の徹底 

新型コロナウイルス感染症等の予防に関する取組

みを徹底し、利用者に安心してサービス利用して頂

けるよう努めます。 

出前講座の実施 団体や学校、企業などの希望により、福祉に関する

講座を行います。 
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 
１９）通所介護予防事業 
実践項目 実践内容 

 

 

介護予防・地域支援事業（ともぞう倶楽部）の実

施 

 

中標津町から委託を受け、介護予防を目的とした自

由に参加できる集いの場を設け、元気を保つための

支援を行います。また、移動支援や買い物支援、さ

らには子どもや障がいを持つ方などの参加を目指

し、地域活動への支援へとつなげていきます。 

 

■具体的な事業内容 

・運動機能維持、向上を目的とした軽運動メニュー

の提供 

・認知症予防を目的とした脳トレ等のメニューの提

供 

・尿失禁予防のための骨盤底筋体操 

・嚥下機能低下と誤嚥性肺炎予防の為の口腔体操 

・レクレーション交流等による意識活性メニューの

提供 

・行事を開催することにより利用者間の交流を深め

る 

・温泉の提供 

・各団体と協力した講座等の開催 

・老人クラブやサロン等の団体を対象とした本事業

への参加支援 

・ミーティングの実施 
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令和 7 年度 事業計画書 （令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 
２０）福祉センター受託事業 
実践項目 実践内容 

 

 

中標津町総合福祉センターの管理 

 

中標津町より委託を受け、「中標津町総合福祉セン

ター（プラット）」を適正に運用し、維持管理に努

めます。 

また、感染症や自然環境に対応する取組みにより、

来館者に安心して利用して頂けるよう努めます。 
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(単位:円)

会費収入 1,439,000 1,445,000 △ 6,000
寄附金収入 1,960,000 1,960,000 0
経常経費補助金収入 51,637,000 41,072,000 10,565,000
配分金収入 791,000 1,097,000 △ 306,000
受託金収入 83,775,000 71,880,000 11,895,000
貸付事業収入 150,000 150,000 0
事業収入 4,183,000 3,740,000 443,000
介護保険事業収入 5,766,000 5,284,000 482,000
障害福祉サービス等事業収入 709,000 1,460,000 △ 751,000
その他の収入 44,000 44,000 0

事業活動収入計(1) 150,454,000 128,132,000 22,322,000
人件費支出 87,033,000 72,215,000 14,818,000
事業費支出 50,205,000 47,141,000 3,064,000
事務費支出 12,227,000 10,736,000 1,491,000
貸付事業支出 150,000 150,000 0
助成金支出 1,377,000 1,377,000 0
負担金支出 240,000 184,000 56,000

事業活動支出計(2) 151,232,000 131,803,000 19,429,000
△ 778,000 △ 3,671,000 2,893,000

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

基金積立資産取崩収入 6,439,000 8,100,000 △ 1,661,000

その他の活動収入計(7) 6,439,000 8,100,000 △ 1,661,000
その他の活動による支出 5,661,000 4,429,000 1,232,000

その他の活動支出計(8) 5,661,000 4,429,000 1,232,000
778,000 3,671,000 △ 2,893,000

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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(単位:円)

会費収入 1,439,000 1,445,000 △ 6,000
会費収入 1,439,000 1,445,000 △ 6,000

寄附金収入 1,960,000 1,960,000 0
経常経費寄附金収入 1,960,000 1,960,000 0

経常経費補助金収入 39,554,000 36,060,000 3,494,000
市区町村補助金収入 39,554,000 36,060,000 3,494,000

市区町村補助金収入 39,554,000 36,060,000 3,494,000
配分金収入 791,000 1,097,000 △ 306,000

共同募金配分金収入 791,000 1,097,000 △ 306,000
共同募金配分金収入 791,000 1,097,000 △ 306,000

受託金収入 23,222,000 16,127,000 7,095,000
市区町村受託金収入 16,913,000 10,831,000 6,082,000

市区町村受託金収入 16,913,000 10,831,000 6,082,000
都道府県社協受託金収入 6,309,000 5,296,000 1,013,000

都道府県社協受託金収入 6,309,000 5,296,000 1,013,000
貸付事業収入 150,000 150,000 0

償還金収入 150,000 150,000 0
事業収入 2,761,000 2,371,000 390,000

手数料収入 6,000 11,000 △ 5,000
成年後見事業収入 2,755,000 2,360,000 395,000

69,877,000 59,210,000 10,667,000
人件費支出 55,912,000 45,110,000 10,802,000

職員給料支出 30,639,000 25,384,000 5,255,000
職員手当支出 16,560,000 12,621,000 3,939,000
契約職員給与支出 969,000 797,000 172,000
法定福利費支出 7,744,000 6,308,000 1,436,000

事業費支出 5,101,000 6,649,000 △ 1,548,000
本人支給金支出 100,000 100,000 0
燃料費支出 5,000 5,000
消耗器具備品費支出 656,000 1,067,000 △ 411,000
保険料支出 35,000 35,000 0
賃借料支出 14,000 14,000 0
車両費支出 97,000 51,000 46,000
諸謝金支出 280,000 224,000 56,000
旅費交通費支出 1,693,000 1,807,000 △ 114,000
修繕費支出 60,000 60,000 0
通信運搬費支出 177,000 144,000 33,000
会議費支出 80,000 82,000 △ 2,000
広報費支出 935,000 901,000 34,000
業務委託費支出 115,000 1,282,000 △ 1,167,000
手数料支出 723,000 855,000 △ 132,000
租税公課支出 131,000 27,000 104,000

事務費支出 8,285,000 7,123,000 1,162,000
福利厚生費支出 329,000 286,000 43,000

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

事業活動収入計(1)

法人運営事業拠点区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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旅費交通費支出 1,338,000 1,303,000 35,000
研修研究費支出 834,000 732,000 102,000
事務消耗品費支出 165,000 164,000 1,000
印刷製本費支出 103,000 103,000 0
修繕費支出 10,000 △ 10,000
通信運搬費支出 277,000 283,000 △ 6,000
会議費支出 219,000 141,000 78,000
手数料支出 413,000 392,000 21,000
保険料支出 220,000 227,000 △ 7,000
賃借料支出 1,167,000 1,167,000 0
租税公課支出 1,776,000 1,192,000 584,000
保守料支出 99,000 99,000 0
渉外費支出 144,000 144,000 0
諸会費支出 505,000 485,000 20,000
図書費支出 14,000 14,000 0
車両費支出 682,000 381,000 301,000

貸付事業支出 150,000 150,000 0
貸付金支出 150,000 150,000 0

助成金支出 1,377,000 1,377,000 0
助成金支出 1,377,000 1,377,000 0

助成金支出 1,377,000 1,377,000 0
負担金支出 163,000 144,000 19,000

負担金支出 163,000 144,000 19,000
負担金支出 163,000 144,000 19,000

70,988,000 60,553,000 10,435,000
△ 1,111,000 △ 1,343,000 232,000

基金積立資産取崩収入 6,439,000 8,100,000 △ 1,661,000
特定基金積立資産取崩収入 6,439,000 8,100,000 △ 1,661,000

拠点区分間繰入金収入 88,000 88,000

6,527,000 8,100,000 △ 1,573,000
拠点区分間繰入金支出 1,292,000 3,379,000 △ 2,087,000
その他の活動による支出 4,124,000 3,378,000 746,000

退職手当積立基金預け金支出 4,124,000 3,378,000 746,000

5,416,000 6,757,000 △ 1,341,000
1,111,000 1,343,000 △ 232,000

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)
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(単位:円)

寄附金収入 692,000 889,000 △ 197,000
経常経費寄附金収入 692,000 889,000 △ 197,000

経常経費補助金収入 39,379,000 35,885,000 3,494,000
市区町村補助金収入 39,379,000 35,885,000 3,494,000

市区町村補助金収入 39,379,000 35,885,000 3,494,000
40,071,000 36,774,000 3,297,000

人件費支出 37,642,000 34,203,000 3,439,000
職員給料支出 19,495,000 17,834,000 1,661,000
職員手当支出 11,627,000 10,479,000 1,148,000
契約職員給与支出 969,000 797,000 172,000
法定福利費支出 5,551,000 5,093,000 458,000

事務費支出 6,802,000 6,244,000 558,000
福利厚生費支出 276,000 264,000 12,000
旅費交通費支出 1,338,000 1,303,000 35,000
研修研究費支出 834,000 732,000 102,000
事務消耗品費支出 165,000 164,000 1,000
印刷製本費支出 103,000 103,000 0
修繕費支出 10,000 △ 10,000
通信運搬費支出 277,000 283,000 △ 6,000
会議費支出 219,000 141,000 78,000
手数料支出 413,000 392,000 21,000
保険料支出 220,000 227,000 △ 7,000
賃借料支出 1,167,000 1,167,000 0
租税公課支出 350,000 339,000 11,000
保守料支出 99,000 99,000 0
渉外費支出 144,000 144,000 0
諸会費支出 505,000 485,000 20,000
図書費支出 10,000 10,000 0
車両費支出 682,000 381,000 301,000

負担金支出 78,000 73,000 5,000
負担金支出 78,000 73,000 5,000

負担金支出 78,000 73,000 5,000
44,522,000 40,520,000 4,002,000

△ 4,451,000 △ 3,746,000 △ 705,000

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

法人運営事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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基金積立資産取崩収入 6,439,000 8,100,000 △ 1,661,000
特定基金積立資産取崩収入 6,439,000 8,100,000 △ 1,661,000

拠点区分間繰入金収入 88,000 88,000
サービス区分間繰入金収入 2,064,000 1,635,000 429,000

8,591,000 9,735,000 △ 1,144,000
拠点区分間繰入金支出 1,292,000 3,379,000 △ 2,087,000
その他の活動による支出 2,848,000 2,610,000 238,000

退職手当積立基金預け金支出 2,848,000 2,610,000 238,000

4,140,000 5,989,000 △ 1,849,000
4,451,000 3,746,000 705,000

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

-29-



(単位:円)

会費収入 636,000 501,000 135,000
会費収入 636,000 501,000 135,000

配分金収入 300,000 400,000 △ 100,000
共同募金配分金収入 300,000 400,000 △ 100,000

共同募金配分金収入 300,000 400,000 △ 100,000
936,000 901,000 35,000

事業費支出 936,000 901,000 35,000
消耗器具備品費支出 35,000 35,000 0
通信運搬費支出 12,000 11,000 1,000
広報費支出 881,000 847,000 34,000
手数料支出 8,000 8,000 0

936,000 901,000 35,000
0 0 0

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

調査広報事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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(単位:円)

会費収入 162,000 139,000 23,000
会費収入 162,000 139,000 23,000

162,000 139,000 23,000
事業費支出 162,000 139,000 23,000

本人支給金支出 100,000 100,000 0
消耗器具備品費支出 25,000 8,000 17,000
修繕費支出 30,000 30,000 0
通信運搬費支出 2,000 2,000
手数料支出 5,000 1,000 4,000

162,000 139,000 23,000
0 0 0

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

在宅福祉事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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(単位:円)

会費収入 153,000 155,000 △ 2,000
会費収入 153,000 155,000 △ 2,000

153,000 155,000 △ 2,000
事業費支出 131,000 137,000 △ 6,000

消耗器具備品費支出 9,000 11,000 △ 2,000
旅費交通費支出 77,000 78,000 △ 1,000
通信運搬費支出 7,000 6,000 1,000
会議費支出 10,000 10,000 0
手数料支出 28,000 32,000 △ 4,000

負担金支出 22,000 18,000 4,000
負担金支出 22,000 18,000 4,000

負担金支出 22,000 18,000 4,000
153,000 155,000 △ 2,000

0 0 0

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

地域福祉事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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(単位:円)

会費収入 177,000 191,000 △ 14,000
会費収入 177,000 191,000 △ 14,000

経常経費補助金収入 175,000 175,000 0
市区町村補助金収入 175,000 175,000 0

市区町村補助金収入 175,000 175,000 0
配分金収入 148,000 △ 148,000

共同募金配分金収入 148,000 △ 148,000
共同募金配分金収入 148,000 △ 148,000

事業収入 6,000 11,000 △ 5,000
手数料収入 6,000 11,000 △ 5,000

358,000 525,000 △ 167,000
事業費支出 348,000 515,000 △ 167,000

消耗器具備品費支出 26,000 204,000 △ 178,000
賃借料支出 14,000 14,000 0
諸謝金支出 97,000 97,000 0
旅費交通費支出 119,000 107,000 12,000
通信運搬費支出 40,000 40,000 0
会議費支出 11,000 11,000 0
手数料支出 41,000 42,000 △ 1,000

負担金支出 10,000 10,000 0
負担金支出 10,000 10,000 0

負担金支出 10,000 10,000 0
358,000 525,000 △ 167,000

0 0 0

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

ボランティア事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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(単位:円)

寄附金収入 6,000 6,000 0
経常経費寄附金収入 6,000 6,000 0

貸付事業収入 150,000 150,000 0
償還金収入 150,000 150,000 0

156,000 156,000 0
事業費支出 6,000 6,000 0

消耗器具備品費支出 3,000 3,000 0
通信運搬費支出 1,000 1,000 0
手数料支出 2,000 2,000 0

貸付事業支出 150,000 150,000 0
貸付金支出 150,000 150,000 0

156,000 156,000 0
0 0 0

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

福祉資金貸付事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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(単位:円)

会費収入 20,000 20,000 0
会費収入 20,000 20,000 0

20,000 20,000 0
事業費支出 12,000 12,000 0

消耗器具備品費支出 10,000 10,000 0
通信運搬費支出 1,000 1,000 0
手数料支出 1,000 1,000 0

負担金支出 8,000 8,000 0
負担金支出 8,000 8,000 0

負担金支出 8,000 8,000 0
20,000 20,000 0

0 0 0

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

心配ごと相談事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考

-35-



(単位:円)

会費収入 140,000 27,000 113,000
会費収入 140,000 27,000 113,000

寄附金収入 760,000 815,000 △ 55,000
経常経費寄附金収入 760,000 815,000 △ 55,000

配分金収入 491,000 549,000 △ 58,000
共同募金配分金収入 491,000 549,000 △ 58,000

共同募金配分金収入 491,000 549,000 △ 58,000
1,391,000 1,391,000 0

事業費支出 14,000 14,000 0
消耗器具備品費支出 3,000 3,000 0
通信運搬費支出 6,000 6,000 0
手数料支出 5,000 5,000 0

助成金支出 1,377,000 1,377,000 0
助成金支出 1,377,000 1,377,000 0

助成金支出 1,377,000 1,377,000 0
1,391,000 1,391,000 0

0 0 0

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

助成事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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(単位:円)

寄附金収入 190,000 △ 190,000
経常経費寄附金収入 190,000 △ 190,000

受託金収入 6,249,000 5,236,000 1,013,000
都道府県社協受託金収入 6,249,000 5,236,000 1,013,000

都道府県社協受託金収入 6,249,000 5,236,000 1,013,000
6,249,000 5,426,000 823,000

人件費支出 5,156,000 3,644,000 1,512,000
職員給料支出 2,656,000 2,382,000 274,000
職員手当支出 1,791,000 698,000 1,093,000
法定福利費支出 709,000 564,000 145,000

事業費支出 681,000 1,392,000 △ 711,000
消耗器具備品費支出 161,000 537,000 △ 376,000
旅費交通費支出 260,000 420,000 △ 160,000
通信運搬費支出 24,000 28,000 △ 4,000
手数料支出 236,000 407,000 △ 171,000

事務費支出 19,000 8,000 11,000
福利厚生費支出 15,000 4,000 11,000
図書費支出 4,000 4,000 0

5,856,000 5,044,000 812,000
393,000 382,000 11,000

その他の活動による支出 393,000 382,000 11,000
退職手当積立基金預け金支出 393,000 382,000 11,000

393,000 382,000 11,000
△ 393,000 △ 382,000 △ 11,000

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

生活福祉資金貸付事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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(単位:円)

会費収入 42,000 43,000 △ 1,000
会費収入 42,000 43,000 △ 1,000

受託金収入 60,000 60,000 0
都道府県社協受託金収入 60,000 60,000 0

都道府県社協受託金収入 60,000 60,000 0
102,000 103,000 △ 1,000

事業費支出 97,000 98,000 △ 1,000
消耗器具備品費支出 3,000 3,000 0
旅費交通費支出 77,000 78,000 △ 1,000
通信運搬費支出 5,000 5,000 0
手数料支出 12,000 12,000 0

負担金支出 5,000 5,000 0
負担金支出 5,000 5,000 0

負担金支出 5,000 5,000 0
102,000 103,000 △ 1,000

0 0 0

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

福祉サービス利用援助事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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(単位:円)

事業収入 2,755,000 2,360,000 395,000
成年後見事業収入 2,755,000 2,360,000 395,000

2,755,000 2,360,000 395,000
事業費支出 681,000 677,000 4,000

消耗器具備品費支出 76,000 81,000 △ 5,000
保険料支出 35,000 35,000 0
車両費支出 35,000 32,000 3,000
旅費交通費支出 157,000 178,000 △ 21,000
通信運搬費支出 13,000 11,000 2,000
会議費支出 59,000 49,000 10,000
業務委託費支出 115,000 115,000 0
手数料支出 174,000 160,000 14,000
租税公課支出 17,000 16,000 1,000

事務費支出 28,000 △ 28,000
租税公課支出 28,000 △ 28,000

負担金支出 10,000 20,000 △ 10,000
負担金支出 10,000 20,000 △ 10,000

負担金支出 10,000 20,000 △ 10,000
691,000 725,000 △ 34,000

2,064,000 1,635,000 429,000

サービス区分間繰入金支出 2,064,000 1,635,000 429,000

2,064,000 1,635,000 429,000
△ 2,064,000 △ 1,635,000 △ 429,000

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

成年後見事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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(単位:円)

会費収入 109,000 369,000 △ 260,000
会費収入 109,000 369,000 △ 260,000

寄附金収入 371,000 371,000
経常経費寄附金収入 371,000 371,000

480,000 369,000 111,000
事業費支出 470,000 359,000 111,000

燃料費支出 5,000 5,000
消耗器具備品費支出 109,000 10,000 99,000
旅費交通費支出 308,000 312,000 △ 4,000
修繕費支出 30,000 30,000 0
通信運搬費支出 13,000 2,000 11,000
手数料支出 5,000 5,000 0

負担金支出 10,000 10,000 0
負担金支出 10,000 10,000 0

負担金支出 10,000 10,000 0
480,000 369,000 111,000

0 0 0

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

災害時地域支援事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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(単位:円)

寄附金収入 131,000 60,000 71,000
経常経費寄附金収入 131,000 60,000 71,000

131,000 60,000 71,000
事業費支出 131,000 60,000 71,000

消耗器具備品費支出 24,000 24,000 0
旅費交通費支出 69,000 14,000 55,000
通信運搬費支出 14,000 5,000 9,000
手数料支出 24,000 17,000 7,000

131,000 60,000 71,000
0 0 0

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

実践計画策定事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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(単位:円)

受託金収入 16,913,000 10,831,000 6,082,000
市区町村受託金収入 16,913,000 10,831,000 6,082,000

市区町村受託金収入 16,913,000 10,831,000 6,082,000

16,913,000 10,831,000 6,082,000
人件費支出 13,114,000 7,263,000 5,851,000

職員給料支出 8,488,000 5,168,000 3,320,000
職員手当支出 3,142,000 1,444,000 1,698,000
法定福利費支出 1,484,000 651,000 833,000

事業費支出 1,432,000 2,339,000 △ 907,000
消耗器具備品費支出 172,000 138,000 34,000
車両費支出 62,000 19,000 43,000
諸謝金支出 183,000 127,000 56,000
旅費交通費支出 626,000 620,000 6,000
通信運搬費支出 39,000 28,000 11,000
会議費支出 12,000 △ 12,000
広報費支出 54,000 54,000 0
業務委託費支出 1,167,000 △ 1,167,000
手数料支出 182,000 163,000 19,000
租税公課支出 114,000 11,000 103,000

事務費支出 1,464,000 843,000 621,000
福利厚生費支出 38,000 18,000 20,000
租税公課支出 1,426,000 825,000 601,000

負担金支出 20,000 20,000
負担金支出 20,000 20,000

負担金支出 20,000 20,000
16,030,000 10,445,000 5,585,000

883,000 386,000 497,000

収
入

その他の活動収入計(7)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

成年後見支援センター受託事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考

-42-



その他の活動による支出 883,000 386,000 497,000
退職手当積立基金預け金支出 883,000 386,000 497,000

883,000 386,000 497,000
△ 883,000 △ 386,000 △ 497,000

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

支
出

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

活
動
に
よ
る
収
支
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(単位:円)

経常経費補助金収入 12,083,000 5,012,000 7,071,000
市区町村補助金収入 12,083,000 5,012,000 7,071,000

市区町村補助金収入 12,083,000 5,012,000 7,071,000
受託金収入 633,000 642,000 △ 9,000

市区町村受託金収入 633,000 642,000 △ 9,000
市区町村受託金収入 633,000 642,000 △ 9,000

事業収入 625,000 572,000 53,000
利用料収入 625,000 572,000 53,000

介護保険事業収入 5,766,000 5,284,000 482,000
居宅介護料収入 5,766,000 5,284,000 482,000
(介護報酬収入) 5,766,000 5,284,000 482,000

居宅介護料収入 5,636,000 5,155,000 481,000
居宅介護支援収入 130,000 129,000 1,000

障害福祉サービス等事業収入 709,000 1,460,000 △ 751,000
居宅介護等収入 709,000 1,460,000 △ 751,000

19,816,000 12,970,000 6,846,000
人件費支出 16,877,000 13,618,000 3,259,000

職員給料支出 6,516,000 3,298,000 3,218,000
職員手当支出 3,580,000 2,250,000 1,330,000
契約職員給与支出 4,445,000 6,050,000 △ 1,605,000
契約職員手当支出 695,000 781,000 △ 86,000
法定福利費支出 1,641,000 1,239,000 402,000

事業費支出 1,988,000 1,373,000 615,000
被服費支出 101,000 100,000 1,000
消耗器具備品費支出 509,000 503,000 6,000
保険料支出 175,000 112,000 63,000
賃借料支出 476,000 357,000 119,000
車両費支出 484,000 289,000 195,000
諸謝金支出 5,000 5,000 0
修繕費支出 131,000 131,000
通信運搬費支出 107,000 5,000 102,000
手数料支出 2,000 △ 2,000

事務費支出 1,113,000 840,000 273,000
福利厚生費支出 229,000 164,000 65,000
研修研究費支出 329,000 225,000 104,000
事務消耗品費支出 44,000 35,000 9,000
通信運搬費支出 53,000 38,000 15,000
手数料支出 137,000 112,000 25,000
賃借料支出 40,000 40,000 0
租税公課支出 1,000 1,000 0
保守料支出 238,000 198,000 40,000
諸会費支出 12,000 12,000 0
図書費支出 30,000 15,000 15,000

負担金支出 72,000 30,000 42,000

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

事業活動収入計(1)

介護運営事業拠点区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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負担金支出 72,000 30,000 42,000
負担金支出 72,000 30,000 42,000

20,050,000 15,861,000 4,189,000
△ 234,000 △ 2,891,000 2,657,000

拠点区分間繰入金収入 1,292,000 3,379,000 △ 2,087,000

1,292,000 3,379,000 △ 2,087,000
拠点区分間繰入金支出 88,000 88,000
その他の活動による支出 970,000 488,000 482,000

退職手当積立基金預け金支出 970,000 488,000 482,000

1,058,000 488,000 570,000
234,000 2,891,000 △ 2,657,000

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)
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(単位:円)

経常経費補助金収入 5,978,000 5,978,000
市区町村補助金収入 5,978,000 5,978,000

市区町村補助金収入 5,978,000 5,978,000
事業収入 56,000 56,000

利用料収入 56,000 56,000
介護保険事業収入 510,000 510,000

居宅介護料収入 510,000 510,000
(介護報酬収入) 510,000 510,000

居宅介護料収入 510,000 510,000
6,544,000 6,544,000

人件費支出 5,405,000 5,405,000
職員給料支出 3,073,000 3,073,000
職員手当支出 1,116,000 1,116,000
契約職員給与支出 438,000 438,000
契約職員手当支出 69,000 69,000
法定福利費支出 709,000 709,000

事業費支出 446,000 446,000
被服費支出 21,000 21,000
消耗器具備品費支出 31,000 31,000
保険料支出 54,000 54,000
賃借料支出 238,000 238,000
車両費支出 102,000 102,000

事務費支出 241,000 241,000
福利厚生費支出 68,000 68,000
研修研究費支出 75,000 75,000
事務消耗品費支出 9,000 9,000
通信運搬費支出 14,000 14,000
手数料支出 25,000 25,000
保守料支出 40,000 40,000
図書費支出 10,000 10,000

負担金支出 10,000 10,000
負担金支出 10,000 10,000

負担金支出 10,000 10,000
6,102,000 6,102,000

442,000 442,000

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

訪問介護事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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拠点区分間繰入金収入 15,000 15,000

15,000 15,000
その他の活動による支出 457,000 457,000

退職手当積立基金預け金支出 457,000 457,000

457,000 457,000
△ 442,000 △ 442,000

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)
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(単位:円)

経常経費補助金収入 826,000 826,000
市区町村補助金収入 826,000 826,000

市区町村補助金収入 826,000 826,000
障害福祉サービス等事業収入 709,000 1,460,000 △ 751,000

居宅介護等収入 709,000 1,460,000 △ 751,000
1,535,000 1,460,000 75,000

人件費支出 726,000 935,000 △ 209,000
職員手当支出 70,000 62,000 8,000
契約職員給与支出 564,000 743,000 △ 179,000
契約職員手当支出 89,000 127,000 △ 38,000
法定福利費支出 3,000 3,000 0

事業費支出 527,000 488,000 39,000
被服費支出 8,000 21,000 △ 13,000
消耗器具備品費支出 21,000 46,000 △ 25,000
保険料支出 53,000 54,000 △ 1,000
賃借料支出 238,000 238,000 0
車両費支出 202,000 122,000 80,000
諸謝金支出 5,000 5,000 0
手数料支出 2,000 △ 2,000

事務費支出 334,000 322,000 12,000
福利厚生費支出 5,000 6,000 △ 1,000
研修研究費支出 157,000 150,000 7,000
事務消耗品費支出 9,000 9,000 0
通信運搬費支出 14,000 14,000 0
手数料支出 40,000 39,000 1,000
保守料支出 99,000 99,000 0
図書費支出 10,000 5,000 5,000

負担金支出 46,000 20,000 26,000
負担金支出 46,000 20,000 26,000

負担金支出 46,000 20,000 26,000
1,633,000 1,765,000 △ 132,000
△ 98,000 △ 305,000 207,000

拠点区分間繰入金収入 98,000 305,000 △ 207,000

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

居宅介護等事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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98,000 305,000 △ 207,000

98,000 305,000 △ 207,000
予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支
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(単位:円)

経常経費補助金収入 5,279,000 5,012,000 267,000
市区町村補助金収入 5,279,000 5,012,000 267,000

市区町村補助金収入 5,279,000 5,012,000 267,000
受託金収入 633,000 642,000 △ 9,000

市区町村受託金収入 633,000 642,000 △ 9,000
市区町村受託金収入 633,000 642,000 △ 9,000

事業収入 569,000 572,000 △ 3,000
利用料収入 569,000 572,000 △ 3,000

介護保険事業収入 5,126,000 5,155,000 △ 29,000
居宅介護料収入 5,126,000 5,155,000 △ 29,000
(介護報酬収入) 5,126,000 5,155,000 △ 29,000

居宅介護料収入 5,126,000 5,155,000 △ 29,000
11,607,000 11,381,000 226,000

人件費支出 10,746,000 12,683,000 △ 1,937,000
職員給料支出 3,443,000 3,298,000 145,000
職員手当支出 2,394,000 2,188,000 206,000
契約職員給与支出 3,443,000 5,307,000 △ 1,864,000
契約職員手当支出 537,000 654,000 △ 117,000
法定福利費支出 929,000 1,236,000 △ 307,000

事業費支出 1,015,000 766,000 249,000
被服費支出 72,000 79,000 △ 7,000
消耗器具備品費支出 457,000 457,000 0
保険料支出 68,000 58,000 10,000
車両費支出 180,000 167,000 13,000
修繕費支出 131,000 131,000
通信運搬費支出 107,000 5,000 102,000

事務費支出 496,000 476,000 20,000
福利厚生費支出 156,000 158,000 △ 2,000
研修研究費支出 97,000 75,000 22,000
事務消耗品費支出 20,000 20,000 0
通信運搬費支出 24,000 23,000 1,000
手数料支出 57,000 58,000 △ 1,000
賃借料支出 20,000 20,000 0
租税公課支出 1,000 1,000 0
保守料支出 99,000 99,000 0
諸会費支出 12,000 12,000 0
図書費支出 10,000 10,000 0

負担金支出 16,000 10,000 6,000
負担金支出 16,000 10,000 6,000

負担金支出 16,000 10,000 6,000
12,273,000 13,935,000 △ 1,662,000
△ 666,000 △ 2,554,000 1,888,000

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施収

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

訪問入浴事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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拠点区分間繰入金収入 1,179,000 3,042,000 △ 1,863,000

1,179,000 3,042,000 △ 1,863,000
その他の活動による支出 513,000 488,000 25,000

退職手当積立基金預け金支出 513,000 488,000 25,000

513,000 488,000 25,000
666,000 2,554,000 △ 1,888,000

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)
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(単位:円)

介護保険事業収入 130,000 129,000 1,000
居宅介護料収入 130,000 129,000 1,000
(介護報酬収入) 130,000 129,000 1,000

居宅介護支援収入 130,000 129,000 1,000
130,000 129,000 1,000

事業費支出 119,000 △ 119,000
賃借料支出 119,000 △ 119,000

事務費支出 42,000 42,000 0
事務消耗品費支出 6,000 6,000 0
通信運搬費支出 1,000 1,000 0
手数料支出 15,000 15,000 0
賃借料支出 20,000 20,000 0

42,000 161,000 △ 119,000
88,000 △ 32,000 120,000

拠点区分間繰入金収入 32,000 △ 32,000

32,000 △ 32,000
拠点区分間繰入金支出 88,000 88,000

88,000 88,000
△ 88,000 32,000 △ 120,000

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

介護支援事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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(単位:円)

受託金収入 19,807,000 19,061,000 746,000
市区町村受託金収入 19,807,000 19,061,000 746,000

市区町村受託金収入 19,807,000 19,061,000 746,000

19,807,000 19,061,000 746,000
人件費支出 14,244,000 13,487,000 757,000

職員給料支出 3,838,000 3,797,000 41,000
職員手当支出 1,758,000 1,709,000 49,000
契約職員給与支出 7,489,000 6,845,000 644,000
契約職員手当支出 139,000 129,000 10,000
法定福利費支出 1,020,000 1,007,000 13,000

事業費支出 3,107,000 3,163,000 △ 56,000
消耗器具備品費支出 352,000 431,000 △ 79,000
保険料支出 65,000 65,000 0
賃借料支出 1,190,000 1,254,000 △ 64,000
車両費支出 473,000 386,000 87,000
諸謝金支出 600,000 600,000 0
旅費交通費支出 78,000 78,000 0
通信運搬費支出 83,000 83,000 0
手数料支出 266,000 266,000 0

事務費支出 1,884,000 1,838,000 46,000
福利厚生費支出 246,000 275,000 △ 29,000
租税公課支出 1,539,000 1,464,000 75,000
保守料支出 99,000 99,000 0

負担金支出 5,000 10,000 △ 5,000
負担金支出 5,000 10,000 △ 5,000

負担金支出 5,000 10,000 △ 5,000
19,240,000 18,498,000 742,000

567,000 563,000 4,000

収
入

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

通所予防受託事業拠点区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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その他の活動による支出 567,000 563,000 4,000
退職手当積立基金預け金支出 567,000 563,000 4,000

567,000 563,000 4,000
△ 567,000 △ 563,000 △ 4,000

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

の
活
動
に
よ
る
収
支
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(単位:円)

受託金収入 40,113,000 36,050,000 4,063,000
市区町村受託金収入 40,113,000 36,050,000 4,063,000

市区町村受託金収入 40,113,000 36,050,000 4,063,000
事業収入 797,000 797,000 0

利用料収入 797,000 797,000 0
その他の収入 44,000 44,000 0

雑収入 44,000 44,000 0
40,954,000 36,891,000 4,063,000

事業費支出 40,009,000 35,956,000 4,053,000
水道光熱費支出 14,447,000 12,690,000 1,757,000
燃料費支出 25,000 22,000 3,000
消耗器具備品費支出 149,000 149,000 0
保険料支出 52,000 52,000 0
賃借料支出 103,000 103,000 0
修繕費支出 240,000 240,000 0
業務委託費支出 24,853,000 22,618,000 2,235,000
手数料支出 140,000 82,000 58,000

事務費支出 945,000 935,000 10,000
通信運搬費支出 239,000 237,000 2,000
手数料支出 41,000 41,000 0
租税公課支出 665,000 657,000 8,000

40,954,000 36,891,000 4,063,000
0 0 0

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12)

当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

福祉センター受託事業拠点区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 前年度予算額(B) 増減(A)-(B) 備考
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第６期地域福祉実践計画「あなたとつながり安心できる生活のお手伝い」 
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